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関東大震災(1923)後 戦後(1946) 阪神淡路大震災(1996) 東日本大震災(2011)
後 後
システム 験問(験前)体制 戦後体制 災問(災前)体制 災後体制
GATT(関税及び貿易に関 -¥ITO(世界貿易機構)成
グローパル 世界的大恐慌(1929- する一般協定)体制 立 ー世界金融危機













国債・外債の発行 ドッジ・ライン ー構造改革(金融・財政な 'TPPの関係 9カ国
策の変容
公的金融の鉱充 経済自立への道 ど) (P9)との協議開始




戦後特需 増ー税 一復興債(財源測逮 国債と外債の発行
手段) 国際的な軍需景気 一消費税の引き上げ ー消費税の引き上げ
主な政策遂 日本政府 連合国軍最高司令官総 一首相官邸
行者 • r復興院j 司令部(GHQ!SCAP) 一首相官邸 vs. NGO!NPO . r戦災復興院J 「復興構想会議J
出典:筆者作成，金嘆根(2013b)，p.400から再引用
関東大震災(1923)後の経済政策、戦後 (1945)における日本の経済政策、阪神淡路大震災
(1995)後の経済政策、東日本大震災(2011)後の経済政策、の四つを比較してみると次のような
ことが分かった。主に本論文の目的に照らし合わせ、災害後日本経済の構造変化及びグローパ
ル経済構造の変容を含め、復興政策の比較分析(結果)をまとめることにする([表9])。
第1に、災害復興プロセスにおける日本システムとの関係である。各事例の日本システムの
変容をみると、関東大震災(1923)後においては「戦間体制jであり、戦後(1945)においては「戦後
体制Jへ、阪神淡路大震災(1995)後には「災問(災前)体制Jであり、東日本大震災(2011)後には
「災後体制Jへ変容していた。
第2に、グローバル世界の変動に伴う経済政策との関係である。関東大震災(1923)後において
は世界的大恐慌(1929-33)の発生、戦後(1945)においてはrGATT(関税及び貿易に関する一般協
定)体制下Jでの貿易自由化の推進及び「経済自立への軌跡(財閥解体/農地改革/労働改革)J、阪
神淡路大震災(1995)後にはrWTO(世界貿易機構)成立J及び『パプノレ経済の崩壊」、東日本大震災
(2011)後には「世界金融危機」の発生及び「失われた20年」とまとめられる。
第3に、財源調達のための手段である財政との関係である。関東大震災(1923)後においては
「国債・外債の発行Jや「緊縮財政政策の実施J、戦後(1945)においては「国際的な軍需景気に伴う
戦後特需の財政J、阪神淡路大震災(1995)後には、「増税Jや「消費税の引き上げJ政策が、東日本
大震災(2011)後には「復興債」・「国債費余分(歳出削減)Jや『消費税の引き上げ」などの政策がと
られていた。
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第4に、主な政策遂行者主体と役割である。関東大震災(1923)後では「日本政府」の「復興院J運
営、戦後(1945)においては「連合国軍最高司令官総司令部(GHQ/SCAP)Jであり、阪神淡路大震災
(1995)後には「首相官邸/日本政府」であり、東日本大震災(2011)後には「首相官邸VS.非政府行為
者(NGO川POなど)J構図へ変化していた。特に、災害から復興(現場)において「民間部門は強く、
政府部門は弱いJ7という主な政策遂行者が変わりつつあることは新しい行為者として「非政府Jの
役割が益々増大する兆しであることは間違いないであろう。
7 r日本の民間は力強くて早い、政府は弱く遅いJという議論である。
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